
  

各論
第1編  健康の確保と増進
第1章  健康の増進と疾病の予防
第1節  概説

健康は人間活動の基盤であり,国民福祉の基礎的要件である。

国民の健康水準は,平均寿命の伸びや青少年の体位の向上などに見られるように著しく改善されてきてい
る。53年の我が国の平均寿命は,男子72.97年,女子78.33年となり,男女とも世界の最高水準に達している。

しかし,人口の老齢化や都市化の進展などに伴って,国民の健康に影響を与える要因は複雑かつ多様化して
きており,運動不足や栄養の偏りから高血圧や肥満を招き,また,脳卒中,がん,心臓病等の成人病が増加する
などの問題が生じている。53年の人口動態統計によれば,脳血管疾患,悪性新生物,心疾患による死亡が総死
亡の61.0%を占めている。

このような現状にかんがみ,公衆衛生行政も単に従来の行政施策を踏襲するのみではなく,国民生活をめぐ
る諸事情の変化や健康についての考え方の変化を背景とする国民の保健需要の多様化に対応し,地域に密
着した保健サービスを提供するための新たな進展を図る必要がある。こうした状況を踏まえて,次節以下
に述べるように公衆衛生行政各分野においてそれぞれ対策を講じているところである。主なところを概
説すると次のとおりである。

53年度から厚生省は「総合的な健康づくり対策」を重点施策としてとり上げ,「自分の健康は自分で守
る」ことを基本に,積極的に健康の増進を図るための施策を推進しているが,54年度においては,更にきめ細
かな施策によって健康づくりの一層の推進を図ることとした。従来健康診断などの機会に恵まれなかっ
た家庭の主婦や自営業の婦人を対象に53年度から健康診断と生活指導を行っているが,54年度はその対象
地区を更に100地区増やし,220地区とする等生涯を通ずる健康管理システムの充実を図るほか,住民生活に
密着した保健相談,保健指導等の総合的な対人保健サービスの充実のため,53年度88か所の市町村保健セン
ターを整備し,54年度にはこれを上回る数の整備を行うこととした。また,健康づくり振興財団及び市町村
に設けられた健康づくり推進協議会を通じて,健康づくりの啓もう普及を積極的に行っている。

急性伝染病については,近年,その発生状況,症状,経過等に著しい変化がみられており,54年度において引き
続き伝染病情報監視体制の強化を図るほか,ラッサ勲等国際的な特殊感染症対策として高度に安全性を備
えた専門的研究検査施設を二年継続事業として整備することとした。

予防接種対策については,51年6月公布された予防接種法の改正及びそれに伴う政省令の改正により健康
被害者救済が制度化されたところであり,54年度においては,予防接種による副反応に係る総合的な研究,健
康被害者に対する救済給付及び保健福祉関係事業の推進を図ることとした。

我が国の死亡順位の上位を占める脳卒中,がん,心臓病等の成人病については,人口の老齢化に伴い,対策の
充実が国民保健上の大きな課題となっている。54年度においては,胃がん,子宮がんの早期発見を図るため
の集団検診事業,循環器疾患の予防のための健康診断事業の強化推進を図るほか久しく行われなかった
「悪性新生物実態調査」を13道府県を中心として全国的に実施し,併せてがん対策の今後の進め方につい
ても基本的な見直しを行うこととしている。

精神衛生対策については,54年度においてはアルコール中毒対策に特に重点を置き,アルコール中毒症等の
発生予防,再発防止及び社会適応の促進のための酒害予防対策の推進等を図ることとした。
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このほか,難病対策としては,調査研究の推進,患者の自己負担解消のための治療費補助の対象疾患の拡充等
を行い,原爆被爆者対策として,各種手当の額の引上げを行い被爆者の福祉医療の向上を図るなど,各分野で
施策の推進が図られた。
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各論
第1編  健康の確保と増進
第1章  健康の増進と疾病の予防
第2節  国民の栄養及び健康増進
1  国民の栄養改善対策

(1)  国民栄養の現状

国民の栄養状態や健康状態を知るために,厚生省は都道府県の協力を得て,毎年国民栄養調査を実施してい
る。52年度の調査によると 第1-1-1表のとおりで,過去10年間の変動(52年/42年)では動物性たん白質,脂肪
の増加が目立つ。食品群別摂取量でみたものが第1-1-2表で,米類が減り,肉類,牛乳,油脂等は増加が著し
い。

第1-1-1表 栄養摂取量の推移

第1-1-2表 食品群別摂取量の推移
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栄養比率の年次推移を第1-1-3表でみると,穀類からの摂取カロリー比が年々減少していたが,50年には初
めて50%を下回り,たん白質では,約半分が動物性たん白質となっている。

第1-1-3表 栄養比率の年次推移

52年の栄養素摂取量を平均栄養所要量と比較してみると,熱量,たん白質,鉄,ビタミンA,B1,Cは平均栄養所
要量を上回っているが,ビタミンB2,カルシウムは若干下回っている(第1-1-1図)。このように国民の栄養状
態は微量栄養素などで若干問題を残しているとはいえ,著しく改善されている。

第1-1-1図 栄養素等摂取量と調査対象の平均栄養所要量の比較
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栄養状態と関係の深い身体発育状況を第1-1-4表でみると,戦後の体位向上には目ざましいものがある。例
えば,この20年間に12歳では身長が男で8.5cm,女では8.6cm伸びており,体重の増加も著しい。

第1-1-4表 身体発育状況(12歳,20歳)

一方,栄養摂取過剰による肥満傾向の増加が,我が国でも健康上の問題となりつつある。皮下脂肪厚でみた
ものが 第1-1-2図で,各年齢層において10%以上が肥満傾向にあると考えられ,特に40～50歳の女性では
30%に達しようとしている。国民栄養調査によれば,皮下脂肪厚と比例して高血圧の割合が増加すること
が分かっており,動脈硬化や糖尿病の発症と関連することからも肥満は重要な問題となっている。

第1-1-2図 皮下脂肪厚(上腕背部+肩胛骨下部)でみた性・年齢階級別肥満傾向(52年)
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また,国民栄養調査の期間中に毎朝欠食したものが20～29歳の男では11.8%,女では7.2%もみられている。

これらのことから,我が国の栄養問題が,かつての低栄養問題から過剰栄養,不適正な栄養摂取問題に移って
きたことを踏まえ,今後は各個人に適したきめの細かい指導を行う必要がある。 

(2)  栄養改善対策

個人や集団を対象とした栄養指導,集団給食施設の栄養管理指導のために,保健所を中心に栄養指導員が活
動している。また,栄養,運動,休養の三つの生活要素の調和のとれた健康指導を行うための保健栄養学級も
保健所を中心に開催されている。また,保健所の栄養教室修了者からなる食生活改善推進員が各地で自主
的に栄養改善活動を行っている。

近年集団給食施設(1回100食以上又は1日250食以上)の増加により国民の栄養に給食が大きな影響を与え
ているので,栄養士を配置して栄養管理を行うよう指導している。栄養士配置率は集団給食施設で50.4%
でありなお不十分である(第1-1-5表)。

第1-1-5表 給食施設の栄養士設置状況

栄養改善法第12条に基づく特殊栄養食品については,大別するとビタミン,ミネラル等を強化した強化食品
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と,乳幼児用,妊産婦用,病者用の特別の用途に用いる特別用途食品の2種類がある。53年度においては,強化
食品121件,特別用途食品37件の標示許可を行った。

また,国民の栄養改善に,管理栄養士,栄養士,調理師の寄与することは大きい。53年末現在で管理栄養士と
して登録された者1万5,127人,栄養士免許取得者29万9,014人,調理師免許取得者157万7,651人となってい
る。
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2  健康増進

(1)  健康増進施策の必要性

国民の健康水準は,青少年の体位の向上や平均寿命の伸長にみられるように,著しく向上してきた。しかし
一方では,有病率,受療率が上昇し,なかでも,いわゆる成人病の目立った増加は運動不足や栄養の過剰摂取
などと関係が深い。また,肥満や貧血などの問題も起きている。これらに共通していることは,その要因が
いずれも日常生活と深く関連していることである。そこで,今後は従来の保健活動に加え,科学的な裏付け
に立脚した適正な栄養,運動,休養を日常生活の中に取り入れて,健康を自らの手で積極的に保持,増進して
いくという活動を喚起することが重要である。このため53年度より国民健康づくり運動を推進してい
る。 

(2)  国民健康づくり運動

ア 国民健康づくり

国民の健康づくり対策は,地域の実情に応じて住民に密着したきめ細かな施策を進めていくことが必
要である。このため53年度から全国の市町村に,健康づくりに関する総合的な方策を審議企画する
「市町村健康づくり推進協議会」を設置することとした。53年度は全国市町村の64%(2,079市町村)
に設置され,健康づくりの集いや家庭健康教室を開催するなど市町村における健康づくり施策を実施
した。 

なお,健康づくりを根強く行うためには健康増進の必要性を広く国民一般に啓もうすることが肝要で
あり,健康づくり振興財団を中心に民間の協力を得て広くPR活動を展開している。 

イ 婦人の健康づくり推進事業

女性の有病率,受療率は男性よりも高率であり,特に問題となるのは貧血と肥満である。したがっ
て,53年度には全国30県の各4市町村(計120市町村)において,従来健康診査の機会に恵まれなかった
家庭や自営業の婦人を対象に,貧血と肥満のチェックを中心に健康診査を行うと同時に,これらは食
生活に起因することから,食生活改善推進員による地区組織活動を助成し,検診後の栄養指導に力点
を置くこととした。 

厚生白書（昭和54年版）



(3)  健康増進モデルセンターの整備

国民の健康増進についての助言,指導を行う施設として,47年度から健康増進モデルセンターの整備を進め
ている。

このセンターは三つの機能を有している。第一の機能は,生活環境調査,医学的検査,体格・体力測定等を
行って,総合的に個人の健康度を評価・判定することである。第二の機能は,以上の判定結果に基づき,個人
の食生活,運動休養を含めた生活プログラムを作成することである。第三の機能はこの生活プログラムに
よる献立指導や運動方法等の実践を指導することである。

これらの機能を有するセンターには,その規模によって都道府県立のものと市町村立のものとがあり,現在,
国庫補助対象となったものは12か所である。
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1  地域保健の動向

最近,地域保健とか地域医療という用語がよく使われている。これらの用語には,保健医療圏ともいうべき
ある一定の大きさの地域において,域内の人的及び物的資源の有効活用を図り,また,その将来計画を策定す
ることによって健康増進からリハビリテーションまでの包括医療体制の整備を図ることが国民の健康を
守る上で重要であるとの考え方が含まれている。

地域住民の保健需要は,ライフサイクルに応じ,多様化しているが,地域における保健サービスは,保健所を
中心に市町村,民間の医療関係者の協力を得て関係行政機関により実施されている。保健サービスのうち
住民により身近なところで実施することが適当なもののウェートが漸次増加してきており,このような状
況に対応して,53年度から市町村保健センターを整備するとともに,従前の国民健康保険の保健婦を市町村
保健婦として配置した。
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2  保健所

保健所は,地域における公衆衛生の向上及び増進を図る中心機関であり,都道府県,政令で定める30の主要都
市及び東京都の特別区に設置されている。

54年4月現在,その全国総数は852か所であり,人口の過密過疎の進行により管内人口は1万人から60数万人
にも及ぶ状況になっている。

保健所の業務の主なものは,結核,急性伝染病,成人病などの疾病予防,母子保健指導,精神衛生の相談指導,歯
科衛生,栄養改善,衛生思想の普及,食品衛生,環境保健,旅館・公衆浴場,理美容所等の環境衛生関係業者の監
視指導,各種試験検査,衛生統計など多岐にわたっている。53年の主な活動状況をみると第1-1-6表のとお
りとなっている。

第1-1-6表 保健所の主な活動状況(53年)

保健所には,医師,歯科医師,薬剤師,保健婦,獣医師,診療放射線技師,栄養士,臨床検査技師などの職員が配置
されており,54年4月現在その全国総数は約3万5,000人である。

近年,住民の保健需要は多様化,高度化してきており,地域保健計画の策定,情報の管理,環境監視,試験検査等
について,保健所の機能強化が要請されている。
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3  地方衛生研究所

地方衛生研究所は,都道府県及び政令市の試験研究の中核機関として,保健衛生行政に必要な試験検査,調査
研究,技術者の研修などを行っており,54年6月現在全国に68か所設置されている。

近年,食品及び家庭用品の安全性,伝染病対策のためのサーベイランスの必要性等の問題が重大になってく
るに伴い,地方衛生研究所の果たす役割はますます重要になっている。このため,51年9月,事務次官通知に
より設置要綱を改正し,地方衛生研究所の業務として,新たに公衆衛生情報の解析提供を加えるなどして,時
代の新しい要請に即応した体制の整備を進めているところである。

地方衛生研究所の施設については42年度から,重要設備については48年度から,それぞれ年金積立金還元融
資の対象となり,施設,設備の充実が図られている。
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4  市町村保健センターの整備

地域住民が気軽に健康相談,健康教育,健康診査等を受けることができるようにするとともに,住民自らが健
康に対する自覚を深め,住民の自発的な健康づくり活動を行うための拠点として,53年度から新たに市町村
保健センターを整備しており,53年度に全国で88か所の整備を行った。
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5  保健婦の活動

53年末における保健婦の就業者数は,1万7,016人で第1-1-7表のとおりである。このうち保健所の7,437人
と市町村保健婦の7,226人,計14,663人が地域保健活動に従事しており,保健婦1人当たりの人口は8,000人
弱になっている。

第1-1-7表 就業先別保健婦数(53年末)

保健婦の年齢構成(52年)をみると,20歳代28.9%,30歳代18.5%,40歳代22.0%,50歳代は30.6%となってお
り,50歳以上が一番多い現状は,今後需給面での配慮が特に必要となろう。

保健婦は,健康相談,衛生教育及び家庭訪問による看護指導等幅広い活動をしているが,地域保健から学校保
健,産業保健など,ライフサイクルをカバーし,総合的体系的施策としての国民健康づくりに果たす保健婦の
役割は,今後ますます重要になってくるものと考えられる。
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1  結核

我が国の結核事情は,予防対策の進展,化学療法を中心とする治療法の進歩,公衆衛生及び国民生活の向上等
によって戦後著しく改善されてきた。53年の結核死亡者数は8,261人,死亡率人口10万対7.2,死亡順位は11
位である。

死亡率を年齢階級別にみると,0～19歳では人口10万対0.0～0.1であるのに対し,70歳以上では49.6～81.9
であり,かつて青年層でみられた高い山は消失し高年齢層に高い先進国型となっている(第1-1-3図)。しか
し,欧米諸国はオランダ1.5,アメリカ1.6(いずれも1975年)と我が国よりはるかに低い結核死亡率となって
いる。

第1-1-3図 年齢階級別結核死亡率(主要年次)

53年1年間に新しく保健所に登録された結核患者数は8万629人(り患率:人口10万対70.0),そのうち感染性
肺結核は2万5,425人であった。53年末の結核登録者数は56万1,873人,そのうち活動性患者は31万1,188人
(有病率:人口10万対270.2)となっている。

結核については,結核予防法に基づき,健康診断,予防接種,患者管理,医療の一貫した対策が推し進められて
いる。

健康診断については,53年には学校長,事業者,市町村長等が行う定期の健康診断としては,ツベルクリン反
応検査535万人,エックス線間接撮影2,570万人が,患者家族等に対して都道府県知事等が行う定期外の健康
診断としては,間接撮影112万人,直接撮影16万人がそれぞれ実施された。また,結核の発病を未然に防止す
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るための予防接種としては,53年は223万人に対してBCG接種が行われた。患者管理は,感染源対策として
非常に重要であり,その一環として53年に実施された保健婦の訪問指導は約41万件であった。結核予防法
による医療費の公費負担としては,53年の一般患者の公費負担承認件数は約26万件であり,命令入所患者は
53年末で約2万9,000人であった。

以上のような対策によって,我が国の結核事情は大いなる改善をみたが,53年に行った結核登録者調査にお
いても患者家族の乳幼児への感染が多いなどの問題が明らかにされており,今後は,感染の危険の高い者に
重点を置いて検診を効率的に行うとともに,いわゆるサーベイランス体制の強化によって,患者管理の充実
を図る等,結核の根絶を目ざしてきめ細かい対策を根気よく続ける必要がある。
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2  急性伝染病

(1)  急性伝染病の推移

我が国における各種伝染病は医学の進歩,生活環境の改善,衛生思想の向上等により,発生状況,症状,経過等その態様に著しい変化が
みられる。第1-1-8表に示すように,ⅰ群のうちコレラについては,52年6月和歌山県有田市の集団発生以降数十件のコレラ患者の
発生があったが,特に53年3月末には,神奈川県鶴見川流域での河川水等からのコレラ菌検出事件があり,また,53年11月には,東京都
台東区池之端文化センターでの集団発生があった。マラリア患者の発生はほぼ横ばい状態である。痘そうは世界から根絶される
日は近い。ⅱ群に属する疾病のうち百日せき,麻しんは52年に比べて増加しており,今後ともその制圧に努力を要する。その他の
疾病については,横ばいないし,減少の傾向にあるが,インフルエンザは,その発生数において依然大きな流行をみている。

第1-1-8表 伝染病患者数,り患率,死亡者数及び死亡率
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(2)  防疫対策の展望

前述のとおり,我が国の伝染病はその発生状況,症状,経過等に著しい変化がみられ,現在の伝染病対策は,従来の発生時中心の考え方
から平常時防疫対策を強化する方向で新しい方法論を導入した事業が取り入れられてきている。

ア 伝染病流行予測調査

本調査は伝染病流行要因としての感染源の状況,免疫保有状況,生活環境などについて調査し,これらの情報を総合的に分析す
ることによって,将来の伝染病の流行を予測し,今後の伝染病対策の方向を探るのに役立てようと37年度から国の事業として
実施されてきた。53年度には急性灰白髄炎,ジフテリア,インフルエンザ,日本脳炎,風しん,百日せき,麻しんの7疾病について
調査が行われ,貴重な資料を提供している。 

イ 血清情報管理室

血清情報管理室は,人の血清を集めて,血清中の伝染病に対する抗体価を検査することにより得られる血清疫学情報の収集管
理を行うとともに,検査後の血清を超低温で長期間保存し,将来必要に応じてその血清の検査を行う施設である。今後これら
の資料は伝染病の免疫状況のは握,予防接種の効果判定及び法定・届出伝染病以外の感染症の流行状況のは握など防疫対策
に重要な役割を果たすことが期待される。 

ウ 不明疾患対策

疾病構造及び生活環境の変化などに伴って,原因不明の疾患の発生が問題となってきている。これらのうちには,感染性の病
因によると疑われるもの,あるいは環境汚染物質に起因すると考えられるものなどがあるが,いずれにしてもその原因を追求
し,早急に対策を講じていく必要に迫られている。そこで48年9月以来,公衆衛生局保健情報課が不明疾患に関する情報の窓
口として一元的に情報を収集し,更にこれを分析し,必要に応じ関係各省庁各部局に情報を提供し,迅速な対応を図っている。
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エ 国際保健対策

近年,国際的な経済活動や観光目的の出入国者が増加しているが,そのため従来予測しなかった疾病が国内に発生する可能性
が生じてきた。51年3月ラッサ熱患者との接触者が入国し,我が国は急きょラッサ熱を指定伝染病に指定する措置をとっ
た。またラッサ熱等の患者発生に備え,患者を隔離収容するための特殊感染症高度安全病棟が,54年3月完成し,更に,検査施設
としての特殊感染症高度安全検査室を建設するなどの対策を進めている。 
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3  予防接種対策

予防接種は,疾病に対して免疫の効果を得させることにより,疾病の発生及びまん延を予防するために行わ
れており,伝染病対策の大きな柱となっているが,53年には,定期の予防接種としてジフテリア1期11O万
人,2期74万人,3期115万人,百日せき1期87万人,2期51万人,急性灰白髄炎148万人,風しん58万人が実施され
た。また,同年10月から新たに麻しんが定期の予防接種の対象とされた。

予防接種による健康被害については,52年2月に法律に基づく救済制度が発足し,医療費,医療手当,障害児養
育年金,障害年金,死亡一時金及び葬祭料が給付されている(53年度末救済件数362件)。
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4  検疫

(1)  検疫体制の現状

国際交通を介して国内に常在しない伝染病の病原体が我が国に侵入するのを防止するため,全国の主要海
空港に検疫所を設置している(54年4月現在,96か所,781人)。

53年の検疫実績は,船舶では4万5,748隻(うち無線検疫船舶数は約35%に当たる1万6,062隻)で検疫人員
122万3,026人,航空機では3万7,455機で検疫人員576万6,315人であり,特に航空機による来航者数が年々
着実に延びている(第1-1-4図)。このほか申請業務では,船舶のねずみ族駆除等が1万2,108件,船員及び海外
渡航者に対する予防接種が16万9,227件であった。

第1-1-4図 過去10年間の検疫実績の推移

一方,当該伝染病の国内への侵入及びまん延を防止するため,海空港地域内のねずみ族,昆虫等の駆除に努め
ている。
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(2)  痘そう根絶

WHOの痘そう根絶計画が成功し,52年10月26日のソマリアでの発生を最後に,人から人への感染例報告は
なく,WHOは55年の世界保健総会において根絶宣言を行うことにしている。 

(3)  展望

近年,国際間交通の激増及び輸送形態の変化,疾病の感染様式の変化等によりコレラの輸入例が増加してい
る中で,53年11月の東京池之端集団コレラ事件のように疫学的に解明できないコレラの国内感染例が相次
ぎ発生しているが,今後もこのような侵入又は発生の危険性が考えられるため,国内防疫とますます密接な
連携を保ちつつ輸入食品からの侵入も考慮した総合的な伝染病侵入防止対策を推し進めている。
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5  性病

性病患者の動向は第1-1-9表に示すように,おおむね減少の傾向にある。性病対策は,性病のまん延を防ぐ
ため,患者の届出を関係医療機関に促すとともに,婚姻時,妊娠時における梅毒血清反応検査を公費負担で実
施している。その他一般国民に対しては,性病の健康診断の普及を図るため,都道府県を通じて,青年団,婦
人団体,学校,職場などにおいて健康診断の趣旨の徹底及び実施に努力している。また,これらの健康診断に
より発見された性病患者に対しては,できるだけ早期に適正な医療が行われるよう指導している。

第1-1-9表 性病届出患者数の年次別推移

性病についての正しい知識の普及啓もう活動の一環として,総理府を中心として行われている社会の風紀
環境を浄化する運動に併せて性病予防思想の徹底図っている。
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6  らい

我が国のらい患者数は,47年の沖縄県の本土復帰に伴って,一時的に増加したが,その後,年々減少の傾向を
示している。53年末の患者数は9,881人で,有病率は人口10万対8.7,53年の新届出患者数は61人(うち沖縄
県42人)である(第1-1-10表)。

らい患者の多くは,国立療養所(13か所)と私立療養所(3か所)において療養生活を送っているが,これらの患
者の大部分は感染源とならない患者であり,社会復帰を望んでいる。しかし,社会の偏見は依然として強く,
国民の理解も十分とは言い難いため,社会復帰の大きな障害となっている。このため,らい療養所退所者の
職業指導及び自立を図るための就労助成金の支給を行うほか,「らいを正しく理解する週間」の実施,らい
予防全国大会等各種の社会復帰対策及び啓もう普及運動を進めている。

第1-1-10表 らい患者数,病床数及び届出患者数の年次推移
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1  概説

我が国の死因の順位を見ると,第1-1-11表のとおり26年にそれまで長い間首位を占めてきた結核に代って
脳卒中が第1位となり,33年には第1位脳卒中,第2位がん,第3位心臓病の順位となり,以来現在までこの順位
が続いている。これら3疾患は,一般に成人病と呼ばれているが,結核等の伝染病による死亡者の割合が減
少したのに対し,成人病による死亡者の全死亡に占める割合は増加の一途をたどっている。

第1-1-11表 死因順位の年次変動

成人病は40歳代から急激に増加しており,これらの年代が社会的にも家庭的にも重要な位置にある人々で
あるだけに成人病予防は国民保健上特に重視すべき課題となっている。

これら成人病については,各方面で研究が進められているが,いまだに全ぼうが解明されるまでには至って
おらず,早期発見,早期治療,早期管理が対策の大きな柱となっており,総合的健康管理体制の中に位置づけ
られた検診体制の強化が必要とされている。このような背景を踏まえ,(1)予防思想の啓もう普及,(2)健康
診断の実施,(3)専門医療機関の整備,(4)専門技術者の養成訓練,(5)研究の推進に重点を置いたがん対策及び
循環器疾患対策が強力に進められているところである。
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2  がん

がんによる死亡者は,53年には約15万人を数え,総死亡の21.6%を占め,ことに働き盛りの30歳から69歳の
年代では死因順位の第一位を占めている。我が国では,男女とも胃がんが圧倒的に多く,次いで男では肺が
ん,女では子宮がんが多く,諸外国とは様相をやや異にしている。肺がんは諸外国に比べ少ないとはいえ,近
年急激に増加しているが,長期の多量喫煙者の発生ひん度が非喫煙者より高いことが明らかにされてい
る。これに反し,胃がん,子宮がんはこのところ減少傾向をみせている。

がん診断法の開発と治療法の進歩は,がんの早期発見,早期治療の効果を高めつつあり,それゆえ,早期発見
のための健康診断の重要性は一段と大きくなっている。厚生省は,41年度から胃がん検診車,42年度から子
宮がん検診車の整備費と運営費の補助を行ってきたが,53年度からは新たに,医療機関における子宮がんの
集団検診にも補助を行い,検診の普及と検診能力の強化を図っている。52年度における胃がん検診車によ
る受診者数は約317万人,子宮がん検診車等による受診者数は約187万人であった。

精密検査及び治療のための施設については,国立がんセンターを中心として全国的にがん治療施設を整備
することとし,全国を9ブロックに分け各ブロックに地方がんセンターを,また47年度までに全国に161か所
のがん診療施設を整備し,更に48年度からはがん診断機能に重点を置いた診療施設の整備を計画的に行っ
ている。

医師,診療放射線技師,臨床検査技師等専門技術者の養成訓練については,医療技術者研修を41年度から,集
団検診技術者の研修を42年度からそれぞれ実施している。

がん研究については,54年度には73課題について15億2,000万円を助成し,研究の推進を図っている。
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3  循環器疾患

我が国の三大死因の第1位,第3位は,脳卒中,心臓病といった循環器疾患で占められており,53年の脳卒中に
よる死亡者は約16万7,000人,心臓病による死亡者は約10万7,000人を数え,両者合わせると総死亡の39.4%
となっている。

欧米諸国では,心臓病による死亡が脳卒中による死亡より多く,特に心臓病による死亡は我が国の3～4倍に
も達している。しかし,我が国においても,近年,心筋硬塞などの虚血性心疾患による死亡が増加しつつあ
る。

我が国の循環器疾患対策は最も大きな危険因子である高血圧症の早期発見,脳卒中の予防に主眼が置かれ
実施されている。循環器疾患の検診事業は近年急速に普及し,52年度には約792万人が集団検診を受けて
いる。48年度からは市町村が行う循環器疾患早期発見のための基礎的な健康診断に対して国庫補助を
行っており,52年度より,更に各県3か所程度を循環器疾患予防重点地区とし,高血圧者などに対して心電図
検査,眼底検査を行い,併せて集団及び個別の保健指導等による事後管理を強化し,脳卒中の予防を図ること
としたが,54年度はこの重点地区数を各県4か所程度に増加したところである。

循環器疾患に対する治療,研究,研修などの体制の整備が今後の課題であるが,その中核となる国立循環器病
センターが52年度に開設された。

循環器疾患に関する研究については,54年度2億3,000万円の循環器病研究委託費を計上して,研究の推進を
図っている。

循環器疾患の予防技術者研修は,42年度から保健婦を対象に実施している。

高血圧の発生ひん度が高く,かつ医療機関の少ない農村の成人病対策の一環として,45年度から衛生教育,健
康診断,保健指導等に当たる健康管理指導車を厚生農業協同組合連合会等に配置し,整備費,運営費の補助を
行っており,更に48年度からは農村検診センターを整備するなど健康管理の強化を図っている。
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1  精神衛生行政の動向

精神衛生行政は,25年に精神衛生法が制定されて以来,国民の精神的健康の保持及び向上を図ることを目的
とし,精神障害者等の医療及び保護を行い,更に,その発生の予防に努めるため,各般の施策が講ぜられてい
る。

精神障害者等の医療及び保護の充実を図るための施策としては,都道府県及び非営利法人の精神病院(精神
病院以外の病院に設ける精神病室を含む。)設置に対する国庫補助,措置入院患者の医療費の全額公費負担,
通院患者の医療費の半額公費負担があり,更に40年代半ば以降は,特に老人,アルコール中毒者等のための専
門病床の整備と回復途上にある精神障害者の社会復帰を目的としたディ・ケア施設及び精神障害回復者
社会復帰施設の整備が図られている。また,精神障害という病気の特殊性にかんがみ,とりわけ精神障害者
等の人権確保を根底に置いた施策が必要とされる。このため,精神病院の管理運営の適正化を徹底するた
めの精神病院に対する実施指導監査,精神病院入院患者の病状審査等が実施されている。

近年においては,精神障害者等の早期発見,早期治療,社会復帰という一連の過程が有機的,かつ,組織的に行
われるように行政上の配慮をするとともに,精神障害者等が地域の中で社会生活を送りながら治療を進め
た方が治療上も社会復帰のためにも有効であるという,いわゆるコミュニティ・ケアの考え方の下で各地
域ごとに保健所,精神衛生センター等を中心とした地域精神衛生活動の充実が図られている。
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2  医療と社会復帰対策

我が国の精神病床数は逐次増加しており,53年12月末現在で29万5,194床,人口1万対25.7床である。また同
時期における在院患者数29万8,108人であり,病床利用率はほぼ100%となっている。

医療費については,52年度の精神障害医療費推計額は,5,853億円で,同年度の国民医療費推計額の6.8%を占
めている。この精神障害医療費推計額の負担区分をみると,公費負担分は3,174億円で54.2%,保険者負担分
は2,283億円で39.0%,患者負担分は396億円で6.8%である。なお,公費負担分は,精神衛生法及び生活保護
法等によって負担されているものである。

このうち精神衛生法によって国庫負担されているものは第1-1-12表のとおりである。精神衛生法第32条
による「通院医療公費負担制度」の活用は年々伸びており,53年度末には約14万人が本制度の適用を受け
ている。また,同法第29条による措置入院患者数は年々減少の一途をたどっており,53年度末には約5万
2,000人となっている。

第1-1-12表 精神衛生法による医療費国庫負担(予算額)

また,精神障害者の社会復帰を促進するための施設については,国庫補助で現在5か所整備されているが,試
験的な段階であり,施設の性格等検討を要するものがある等の理由から伸び悩んでいる。このため社会復
帰施設の性格づけについて中央精神衛生審議会(現公衆衛生審議会精神衛生部会)に諮問された。その結
果,53年4月に医療施設における社会復帰活動の充実と医療施設外の社会復帰施設の整備,特に生活の場を
提供し,併せて社会適応に必要な生活指導等を行う施設の整備等についての意見具申が行われた。この中
間報告を受けて54年度より新たに「精神衛生社会生活適応施設」の整備を行うこととしている。

なお,54年度から新たに国立精神衛生研究所において精神科デイ・ケア従事者研修を実施し,デイ・ケア医
療の充実を図ることとしている。

酒害予防対策については,適正飲酒の普及,アルコール中毒に関する相談指導,医療の充実及び再発防止のた
めの対策を総合的に行っている。特に,54年度から新たに12か所の精神衛生センターにおいて酒害相談事
業を実施することとしている。
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3  地域精神衛生活動

地域における精神衛生活動は,保健所,精神衛生センター,医療機関等と関係団体等との協力の下に展開され
ている。

保健所における地域精神衛生活動は,精神衛生相談,訪問指導,精神衛生知識の普及,精神衛生関係機関との
連絡・協調等を中心に展開されている。このうち,精神衛生相談及び訪問指導の状況については,その件数
が41年当時に比べ,それぞれ約3.4倍,5.0倍と大幅な増加をみている。

なお,精神衛生相談,訪問指導の業務に従事する精神衛生相談員等の職員については,53年度においても,都
道府県において保健婦を対象とした講習会が開催され,これらの業務に当たる職員の充実及び資質の向上
が図られた。

また,50年度から保健所における精神衛生に関する業務の一環として,回復途上にある精神障害者等の社会
復帰の促進を図ることを目的として社会復帰相談指導事業を行っている。

精神衛生センターにおける地域精神衛生活動は,精神衛生センターが都道府県を単位として設置され,当該
都道府県における精神衛生に関する総合的な技術センターであるところがら,保健所等の関係機関に対す
る技術的な指導援助及び保健所の職員に対する研修,精神衛生知識の普及,精神衛生相談並びに訪問指導の
うち複雑困難な事例についての相談,指導等を中心に行っている。また,大部分の精神衛生センターにおい
ては,デイ・ケア活動も行っている。53年度末現在,精神衛生センターは全国の37都道府県に設置されてい
る。

今後,地域精神衛生活動の推進に当たっては,保健所,精神衛生センター,医療機関と関係機関・団体等との
連携をより緊密化することが必要とされてい。
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1  難病対策の推進

原因が不明であって,治療方法が確立されていない,いわゆる難病については従来から各種の対策を講じて
きているが,難病患者の置かれている困難な状況にかんがみ,難病患者に十分な医学,医療の進歩の恩恵を浴
させ,もってその福祉の向上を図ることを主眼として,対策を推進している。

難病対策は47年策定の難病対策要綱に基づいてなされており,その対象となる難病の範囲は以下二つのカ
テゴリーに整理されている。

(1) 原因不明,治療方法未確立であり,かつ,後遺症を残すおそれの少くない疾病

(2) 経過が慢性にわたり,単に経済的な問題のみならず,介護等に著しく人手を要するため家族の負担
が重く,また精神的にも負担の大きい疾病 

なお,寝たきり老人,がんなど,既に別個の対策の体系が存するものについては,この対策の対象から除
外される。

以上に基づき現在対策の対象としているものは,主として上記(1)のカテゴリーに属する特定疾患,主
として上記(2)のカテゴリーに属する小児慢性特定疾患進行性筋萎縮症,腎不全(人工透析患者)重症心
身障害児及び小児異常行動である。 

次に対策を進める方法は以下のように,調査研究の推進,医療機関の整備と要員の確保及び医療費の
負担の軽減が三つの柱となっている。

(1)  調査研究の推進

特定疾患については,多数の調査研究班を組織して成因,治療及び予防に関する総合的な研究を実施してい
る。人工透析については主として新医療技術研究により研究を推進し,小児慢性特定疾患及びその他の疾
患については,児童の心身障害発生防止の観点から,それぞれ大型研究チームにより研究を推進している。 

(2)  医療機関の整備と要員の確保

難病患者に対する診療機能を向上し,併せて研究を促進し,また関係者の研修に資するため,国立医療施設に
要員を確保し,難病病床,研究部門などの整備を行っている。 
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(3）  医療費の負担の軽減

患者の診療と調査研究の促進を図るため特定疾患治療研究事業という形で特定疾患患者の医療費の自己
負担分を公費で負担しており,また小児の長期療養に係る経済的負担の軽減を図るため小児慢性特定疾患
治療研究事業を実施している。
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2  特定疾患対策

難病対策のうち,べーチェット病,全身性エリテマトーデス等の特定疾患については,47年度から調査研究及
び治療研究事業を実施している。

(1) 調査研究対象疾患については,47年度から50年度までに,べーチェット病,多発性硬化症,全身性エ
リテマトーデス,重症筋無力症,再性不良性貧血等40疾患が対象とされていた。 

これに伴い,調査研究費補助金も47年には2億2,000万円であったが,50年度8億8,000万円まで増額さ
れ,各疾患について全国的な調査研究が推進された。51年度は,これらの疾患別研究班のうち,3～4年
の研究期間を経たものからその研究成果の評価と研究課題の調整を行った結果,ベーチェット病,脱
髄疾患,異常運動疾患など35疾患別研究班と自己免疫疾患に関する研究,膠原病の治療に関する研究,
神経筋疾患のリハビリテーションに関する研究など8つのテーマ別研究班とからなる43の研究班に
再編成し過去4年間にわたる調査研究を一層組織的に発展させた。これに引き続き54年度も同様に
新しい疾患及び研究テーマを取り入れるとともに研究班の一部の評価調整を経て再編成し,24の疾患
別研究班,19のテーマ別研究班により調査研究を進めている。 

調査研究費補助金は,53年度11億5,000万円から54年度13億2,000万円に増額された。

(2) 医療費自己負担分が公費で負担される治療研究対象疾患については,47年度から53年度までに
べーチェット病,重症筋無力症,全身性エリテマトーデス,スモン,多発性硬化症,再性不良性貧血,サル
コイドージス,筋萎縮性側索硬化症,強皮症,皮膚筋炎及び多発性筋炎,特発性血小板減少性紫斑病,結節
性動脈周囲炎,潰瘍性大腸炎,大動脈炎症候群,ビュルガー病,天疱瘡,劇症肝炎,脊髄小脳変性症,クロー
ン病,悪性関筋リウマチ,パーキンソン病の20疾患がその対象疾患になっていた。54年10月から新た
にアミロイドージスを追加し,計21疾患が医療費の自己負担分を公費で負担する対象疾患となってい
る。予算額は53年度17億2,000万円から54年度20億3,000万円に増額された。 
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20年8月広島,長崎に投下された原子爆弾に被爆し,被爆者健康手帳の交付を受けている被爆者に対しては,
原爆医療法及び原爆特別措置法に基づく法定措置を中心として各種の健康と福祉に関する措置を講じて
いる。

54年3月末現在,被爆者健康手帳の交付を受けている者の数は37万594人である。

原爆医療法による措置としては,被爆者の健康診断と医療の給付を行っている。健康診断は,被爆者の健康
状況をは握し,適切な指導を通じてその健康の保持と向上に資することを目的とするものであり,現在年2
回(希望により更に2回)実施している。医療保障の面では,原子爆弾の傷害作用に起因する負傷又は疾病の
状態にあり,現に医療を要するという厚生大臣の認定を受けた者に対し,全額国費でその認定を受けた負傷,
疾病についての医療を給付するとともに,全被爆者について,認定を受けた負傷,疾病や遺伝性又は先天性疾
病等を除く一般疾病に要した治療費のうち社会保険等の給付のない部分を国費で負担している。

原爆特別措置法による措置としては,被爆者の今なお置かれている特別の状態に着目して,その福祉の向上
を図るため各種手当等を支給しており,54年7月末現在,特別手当(原子爆弾の傷害作用に起因するという厚
生大臣の認定を受けた負傷又は疾病の状態にあるか否かの区別に応じ月額3万3,000円又は1万6,500円),健
康管理手当(月額1万6,500円),保健手当(月額8,300円),医療手当(医療を受けた日数等に応じ月額1万8,500
円又は1万5,000円),介護手当(費用を支出して介護を受けた日数等に応じ月額2万9,000円,2万1,750円若し
くは1万4,500円,重度の障害者が費用を支出しないで介護を受けた場合は月額6,250円)及び葬祭料(7万
4,000円)の支給が行われている。

また,これらの法律に基づく措置のほか,原爆病院の設備整備,被爆者養護老人ホーム等の運営,被爆者に対
する家庭奉仕員の派遣,原爆被災復元調査,原爆症調査,原爆小頭症手当(月額3万円)の支給等の施策が行わ
れている。

なお,54年度においては,各種手当等について,54年6月支給分から所得制限を緩和するとともに,同年8月か
ら特別手当を月額6万円又は3万円に,健康管理手当を月額2万円に,保健手当を月額1万円に,医療手当を月
額2万2,000円又は2万円に,介護手当を月額3万円,2万2,500円,1万5,000円,8,000円に葬祭料を8万円に引き
上げ,原爆者対策の一層の充実を図ることとした。
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1  歯科衛生

(1)  歯科疾患の概要

我が国における歯科衛生の現状をは握し,今後の歯科保健対策を策定するため,32年から6年ごとに過去4回
歯科疾患実態調査を行ってきた。

50年11月に実施した第4回調査によれば,むし歯の有病者率は,乳歯(1～15歳)では平均62.6%,永久歯(5歳以
上)では85.5%,乳歯永久歯(5～15歳未満)では97.2%であり,他の疾患に類を見ない高率を示している。

乳歯,永久歯ともむし歯の有病者率は前回調査とほぼ同様であるが,その処置状況は第1回調査以降回を重
ねるごとに改善されてきている。

(2)  歯科保健活動の現状

むし歯のまん延が著しく,しかも,むし歯には自然治ゆがないため治療以外にくい止める方法がなく,予防の
ための歯科保健対策は極めて重要である。

特に,小児のむし歯は発育期にある小児の健康に影響を及ぼすとともに,永久歯の形成にも影響があるので,
その予防については,現在,母子保健法に基づいて乳幼児,妊産婦に重点を置いた対策が保健所を中心に実施
されているところである。

なお,本年5月,保健所法施行令が一部改正され,歯科医師,歯科衛生士が保健所に置かれる職員として明文化
された。

この実施状況は第1-1-13表のとおりであり,乳幼児を対象とした活動が年々充実してきている。このう
ち,3歳児歯科健康診査の受診者は,53年で139万5,000人である。

第1-1-13表 歯科保健事業の実施状況(52,53年)
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また,52年度からは,市町村において新たに1歳6ヵ月児の歯科健康診査を実施しており,今後の成果が期待
されている。

また,歯科衛生思想の普及活動として,「歯の衛生週間」が毎年6月4日から10日まで行われている。54年度
は重点目標に「歯口清掃の徹底」を挙げ,総理府の広報室を通じてのテレビ,ラジオなどの広報活動,他方各
都道府県においては各種の広報活動や催物(歯磨訓練大会,展示会,講演会無料検診)などが活発に行われて
いる。この事業に併せて,「母と子のよい歯のコンクール」が4～5歳幼児とその母親を対象として毎年行
われ,53年には37都道府県の代表が中央審査に参加している。

なお,さきの50年の歯科疾患実態調査によると,毎日歯を磨く者は80.7%(1日1回53.5%,1日2回24.6%,1日3
回以上2.6%)であるが,この結果を44年調査と比べると幼少年において著しく増加していることが知られ
る。また,フツ化物塗布を受けたことのある者は,1～15歳未満で11,2%となっている。

また,本年度から新たに歯科衛生士養成所の卒前教育の一環として,身体障害児(者)などに対する診療補助
業務及び保健指導などについての技術の習得を図ることを目的として,重度の社会福祉施設などにおいて
臨床実習を行うこととしており,身体障害児(者)に対する歯科保健対策に寄与することが期待されてい
る。 

(3)  今後の対策

むし歯を中心とする小児歯科疾患予防に対する総合的な体制づくりについては,51年7月小児歯科保健対
策検討会を発足させ,現在鋭意検討が進められており,昨年9月の中間報告をもとに更に特殊疾患を中心に
検討をしていくこととしている。
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各論
第1編  健康の確保と増進
第1章  健康の増進と疾病の予防
第9節  歯科衛生とその他の公衆衛生施策
2  寄生虫

近年,寄生虫病は,環境衛生の改善とともに,行政機関,民間団体等の努力によって,その対策が進展し,成果は
著しいものがある。保健所運営報告によると,53年の保卵率は回虫では0,2%,十二指腸虫では0.1%,その他
の寄生虫については4.1%となっており,10年前と比較すると著しい減少をみている。

日本住血吸虫病については,52年,山梨,広島,福岡,佐賀の有病地域及びその周辺地域を対象に実態調査を
行った結果,大幅な患者の減少及び感染経路になる宮入貝の減少等が判明したが,なお今後も宮入貝の完全
撲滅を達成するため国の補助対象事業として溝渠のコンクリート化を進めるほか,殺貝剤の散布,住民検診
及び患者の治療などに,関係地方公共団体と一体となって努力している。

なお,沖縄県に対しては十二指腸虫病及びフィラリア病対策を国庫補助事業として推進している。
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各論
第1編  健康の確保と増進
第1章  健康の増進と疾病の予防
第9節  歯科衛生とその他の公衆衛生施策
3  優生保護

優生保護法に基づいて,優生手術,人工妊娠中絶,受胎調節の指導等に関する施策が行われている。

優生手術の実施件数は年々減少し,53年の実施件数は9,336件となった。

また,人工妊娠中絶の実施件数も年々減少し,53年には61万8,044件となった(第1-1-14表 )。

第1-1-14表 優生手術及び人工妊娠中絶実施件数

受胎調節については,従来から受胎調節実地指導員によって受胎調節の実地指導が行われており,また,保健
所,優生保護相談所,母子健康センター等において,受胎調節に関する知識の普及相談が行われている。な
お,受胎調節実地指導員は,55年7月31日までの間,実地指導に際して受胎調節のために必要な医薬品を販売
することができることになっている。
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